
↓
大崎市へ
認定申請

↓

↓ ↓ ↓ ↓ ↓
解散の登記
(大崎市が行う)

↓ ↓ ↓ ↓

清算人就任
届出書

(様式第10号)

→大崎市へ

解散届出書
(様式第9号)

→大崎市へ

↓ ↓ ↓ ↓

債権の取り立て    債務の弁済

⑤合併 ⑥破産

特定非営利活動法人を解散する場合は以下の手続きが必要となります

↓ ↓ ↓

①社員総会 ②事由発生 ④社員の欠亡

③目的とする
特定非営利活動に

係る事業の
成功の不能

⑦設立の
認証の取消

↓
解　散 解散 破産処理

↓ ↓

　↓  

↓

↓
残余財産

・解散届出書(様式第9号)→大崎市へ
・清算人就任届出書(様式第10号)

・登記事項証明書(法務局が発行)１通
　　　　　　→大崎市へ

清　算　法　人

↓

　　　　　　　　公告（知られざる債権者へ）
               催告（判明している債権者へ）

　　解散・清算人の登記→法務局へ

→清算結了登記→法務局へ
清算結了届出書→大崎市へ

↓
第三者(定款又は法に定められた者)へ譲渡

　　↓

残余財産の帰属先が決め 

られていなかった場合 

(様式第11号の提出) 

消滅 

債務者 
法人 

（清算人） 

 
解
散
の
事
由
 

 
 
届
出
 

債務者 

認証申請 

認証 

債
権
・
債
務
の
整
理
及
び
残
余
財
産
の
整
理
の
流
れ
 
届
出
 

※この段階で破産 

  が判明した場合 

※詳細は裁判所で確認 

(様式第12号) 

債務超過 

破産手続きへ 


